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２.沿革（略年譜）

明治15年（1882）4月 　神宮祭主久邇宮朝彦親王の令達により、林崎文庫内に皇學館を創設

明治20年（1887）10月   宇治浦田町（現在の神宮道場の所在地）に校舎を新築移転

明治29年（1896）3月 　神宮祭主賀陽宮邦憲王（久邇宮朝彦親王の第二王巖麿王）を総裁に奉戴

明治29年（1896）9月
　宇治館町に校舎を新築し移転

　大正７年倉田山移転までの本拠となる

明治33年（1900）2月
　神宮祭主本館総裁賀陽宮邦憲王より令旨を賜う

　以降、立館の本旨、建学の旨趣・精神・使命として奉戴

明治36年（1903）8月
　勅令をもって神宮皇學館官制公布

　これにより内務省所管の官立専門学校となる

大正7年（1918）1月
　本館改装工事の一部が竣工し、度会郡浜郷村神田久志本（通称倉田山）に移転

 （大正5年11月着工、8年10月18日落成式挙行）

　これ以降、皇學館の本拠地として神宮皇學館大學、再興した学園の現在に至る

昭和15年（1940）4月
　勅令をもって神宮皇學館大學官制公布され、ここに本学は内務省所管の

　官立専門学校から、文部省所管の官立大学となる

昭和20年（1945）12月 　GHQより、いわゆる神道指令が発令され、本学の存立危機に直面

昭和21年（1946）3月
　勅令により神宮皇學館大學官制廃止
　ここに、明治15年4月皇學館創設以来64年の歴史が中絶

昭和27年（1952）8月
　五十鈴会第一回全国大会を旧神宮皇學館大學講堂で開き、

　神宮皇學館大學再興期成会を結成

昭和37年（1962）4月
　皇学館大学開学（文学部国文学科・国史学科）

　初代総長に吉田茂、初代学長に平田貫一就任

昭和38年（1963）4月 　皇学館高等学校を開校

昭和41年（1966）4月
　大学院文学研究科修士課程（国文学専攻・国史学専攻）を設置

　皇学館女子短期大学（国文科）を開学する。（昭和51年3月廃学）

昭和45年（1970）4月 　「皇学館女子短期大学」を「皇学館短期大学」と改称

昭和47年（1972）10月 　創立九十周年・再興十周年記念式典を挙行

昭和48年（1973）4月 　大学院文学研究科博士課程（国文学専攻・国史学専攻）を設置

昭和48年（1973）10月 　皇学館高等学校創立十周年記念式典を挙行

昭和50年（1975）4月 　文学部教育学科を設置(平成24年3月廃止)

昭和52年（1977）4月 　文学部神道学科を設置

昭和53年（1978）4月 　大学附置研究所として神道研究所・史料編纂所を設置

昭和54年（1979）4月 　皇学館中学校を開校

昭和56年（1981）4月 　神道学専攻科を設置

昭和57年（1982）4月 　創立百周年記念式典を挙行

昭和58年（1983）10月 　皇学館高等学校創立二十周年記念式典を挙行

昭和63年（1988）11月 　皇学館中学校創立十周年記念式典を挙行

１.建学の精神

学校法人皇學館は、明治15年、神宮祭主久邇宮朝彦親王の令達によって、神宮の学問所である林
崎文庫に開設された「皇學館」を直接の起源とし、伊勢の神宮における神道研究の伝統を継承し
ています。

賀陽宮邦憲王の令旨（明治33年）には、皇學館教育の趣旨について、「わが国の歴史と伝統に
根ざした道義と学問とを学び、日本人としての正しい自覚を確立して実社会での運用に努め、文
明の発展に貢献する」ことが記されています。この精神は「稽古照今」という言葉でも表現さ
れ、本法人はこの令旨を建学の精神としています。
以来130年以上が経ちましたが、その精神は、現在も学校法人皇學館の中に脈々と受け継がれて

います。

　現在高等教育は、国及び社会から教育の質的転換を強く要請されており、本学においても、平
成26年8月に「皇學館大学将来ビジョン140・中期行動計画」において、平成27年度から平成31年
度までに達成すべき６つの事業を定め、現在計画の遂行に取り組んでおります。
【Ⅰ】大学教育の質的転換・質の向上と保証
【Ⅱ】グローバル人材の育成－異文化理解と日本文化発信能力の養成
【Ⅲ】地域再生の核となる大学、地域貢献人材育成
【Ⅳ】産業界など多様な主体、国内外の大学等と連携した教育研究
【Ⅴ】研究推進・国際化推進
【Ⅵ】組織・運営基盤の強化
　また、「皇學館大学将来ビジョン140・中期行動計画」において、大学の教育目標と養成する
人材像を次の通り明示いたしました。
【教育目標】
①神道の精神に則り、我が国の歴史・伝統に基づく文化を究明し、祖国を愛する心を教育培養す
　るとともに、社会有為の人材を育成します。
②生涯を通じて学び続ける意欲を持ち、主体的に考える力を持った人材を育成します。
③教育・保育、公務員、福祉、企業、神社、地域貢献等社会の様々な領域で、他者と協働し、中
　核的人材として貢献できる人材を育成します。
【養成する人材像】
①生涯学び続け、主体的に考え、行動できる人材。
②日本人としてのアイデンティティを備え、グローバル社会で活躍する人材、イノベーションを
　創出する人材、地域再生の核となる人材。
③異なる言語、世代、立場を超えてコミュニケーションできる人材。

　高等学校・中学校におきましては、平成25年にそれぞれ創立五十周年、創立三十五周年を迎え
ましたが、建学の精神に基づき、本校が目指す学校像と平成28年度の重点教育目標を次のとおり
定め、清明正直、文武両道、心身ともに健やかな人間形成に力を注ぎ、教育の質向上及び質保証
を目指し、着実に事業計画を推進しております。
【高等学校・中学校の事業】
【Ⅶ】高等学校・中学校教育の質的転換・質保証
1）授業改革、組織の改善充実に取り組む等の教職員の意識改革
2）わが国の伝統文化を理解するとともに、国際的に発信できる語学力を備える“清明正直“
　 な生徒の育成
3）志を高く持ち、自主自立の精神を備え、社会に貢献し信頼を得られる生徒の育成
4）進学実績の向上、学校行事の充実、課外活動の活性化などの魅力ある学校の創出
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平成元年（1989）4月 　佐川記念神道博物館を設置

平成２年（1990）4月 　大学院文学研究科神道学専攻修士課程を設置

平成４年（1992）10月 　創立百十周年・再興三十周年記念式典を挙行

〃 　皇学館高等学校創立三十周年記念式典を挙行

平成９年（1997）4月 　情報処理センターを設置（平成27年3月廃止）

平成10年（1998）4月 　社会福祉学部社会福祉学科（名張学舎）を設置（平成26年3月廃止）

平成10年（1998）11月 　皇学館中学校創立二十周年記念行事

平成12年（2000）4月 　文学部コミュニケーション学科を設置

平成13年（2001）4月
　法人名を「学校法人皇学館大学」から「学校法人皇學館」に、また併せて

　大学・学校　名を「皇學館大学」・「皇學館高等学校」・「皇學館中学校」

　に名称変更

平成14年（2002）4月 　大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻修士課程を設置（平成24年3月廃止）

平成14年（2002）7月 　創立百二十周年記念・再興四十周年式典を挙行

平成15年（2003）4月 　社会福祉学部附置研究所として地域福祉文化研究所を設置（平成25年3月廃止）

平成15年（2003）9月 　皇學館高等学校創立四十周年記念式典を挙行

平成16年（2004）4月
　大学院文学研究科神道学専攻博士課程を設置

　大学院文学研究科教育学専攻修士課程を設置(平成25年3月廃止）

平成20年（2008）4月
　教育学部教育学科を設置

　社会福祉学部開設十周年記念事業実施

　　　　　　　　6月 　教育開発センターを設置

平成22年（2010）4月 　現代日本社会学部現代日本社会学科を設置

平成23年（2011）4月 　名張学舎を伊勢学舎に統合

平成24年（2012）4月
　創立百三十周年・再興五十周年記念式典を挙行

　大学院教育学研究科教育学専攻修士課程を設置

平成25年（2013）4月 　研究開発推進センターを設置

　　　　　 　9月 　皇學館高等学校創立五十周年・皇學館中学校創立三十五周年記念式典を挙行

３.学校所在地

皇學館大学・大学院 〒516-8555 三重県伊勢市神田久志本町1704番地

皇學館高等学校 〒516-8577 三重県伊勢市楠部町138番地

皇學館中学校 〒516-8577 三重県伊勢市楠部町138番地

４．法人設置の教育研究機関

平成28年5月1日現在

※昼夜開講制

皇學館中学校

研究開発推進センター 史料編纂所

 佐川記念神道博物館

皇學館高等学校 普通科

学習支援室
教育開発センター

地域課題学修支援室

神道研究所

特別支援教育コース

 学校法人皇學館

政治経済分野

伝統文化分野

附属図書館

幼児教育コース
学部 教育学部 教育学科

ｽﾎﾟｰﾂ健康科学コース

地域社会分野
現代日本社会学部 現代日本社会学科

社会福祉分野

皇學館大学 英語コミュニケーションコース

学校教育コース

人間関係コース
コミュニケーション学科

国文学科 図書館・文化行政コース

歴史教育コース
国史学科

文化財コース

文学部 書道・漢文学コース

神道学コース
神道学科

日本文化コース

国語・国文学コース

大学院

教育学研究科 教育学専攻 修士課程

専攻科 神道学専攻科 神道学専攻

神道学専攻
博士前期課程

文学研究科 国文学専攻
博士後期課程

国史学専攻
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６.役員等の一覧

（１）役　員

理 事 長 監　事

理　事 監　事

理　事

理　事 山口　建史

理　事

理　事

理　事

理　事

理　事 河野　訓

理　事

理　事

理　事 鈴木　寬治

理　事 高山　亨

理　事 濱田　典保

理　事 山口　昌紀

理　事 鈴木　健一

理　事

理　事

（２）理事・監事

定数 実数 任期 定数 実数 任期

13～19 18 4年 2～3 2 4年

（３）評議員

定数 実数 任期

45～55 52 4年

７．諸会議等の開催

（１）法人

（２）大学・大学院

開催回数

17回

14回

14回

会　議　名　称

教学運営会議

全学教授会

大学院委員会

評議員会 3回

常勤理事会 13回

神社関係者懇談会 1回

評議員

（平成27年度）

会　議　名　称 開催回数

理事会 5回

理事 監事

井面　護

上村　桂一

深津　睦夫

中村　哲夫

新田　均

山元　義清

非
常
勤

小串　和夫

上島　憲

亀田　幸弘

（平成28年5月1日現在）

氏　　　名 氏　名

常
勤

佐古　一洌
非常勤

西岡　壽一

清水　潔 廣瀬　壽
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８．専任教員数一覧
（１）大　学

（平成28年5月1日現在）

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 合計

23 2 25 8 1 9 0 0 0 4 0 4 1 0 1 39

10 2 12 7 4 11 0 1 1 1 1 2 0 1 1 27

8 0 8 4 1 5 0 0 0 0 1 1 0 0 0 14

教育開発センター 0 0 0 3 0 3 0 0 0 1 1 2 0 0 0 5

神道研究所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 1 2

史料編纂所 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

佐川記念神道博物館 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

43 4 47 24 6 30 0 1 1 7 3 10 1 2 3 91

（２）高校・中学 （平成28年5月1日現在）

男 女 計 男 女 計

高等学校 38 15 53 14 1 15

中学校 10 4 14 2 1 3

合　計 48 19 67 16 2 18

９．事務職員数一覧 （平成28年5月1日現在）

所　属

法人本部

大　学

高等学校

中学校

合　計 104 20 124

※大学教員：学長、特命・特別教授、期限付助教及び助手を含む

所　属
教諭等

2 0

10

6 1

常勤講師

86

兼務職員

18

館史編纂室

合　計

学　部　等
所　属

研究

開発

推進

セン

ター

文学部

教　授 准　教　授

教育学部

現代日本社会学部

講　師 助　教 助手

2

85

本務職員 合計

7

104

68

17

合計

1 11

12．卒業（修了）生数 （平成28年度）

卒業（修了）

文学研究科 博士後期課程 1

博士前期課程 8

教育学研究科 修士課程 2

　大学院 計 11

神道学科 58

国文学科 112

国史学科 96

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 69

教育学部 教育学科 252

現代日本社会学部 111

　大学 計 698

353

46

　　　　　　　　計 399

22

1130

高等学校

神道学専攻科

中学校

学部・学科等名、高・中

大学院

文学部

現代日本社会学科

総合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11．志願者数・受験者数・合格者数の推移

志願
者数

受験
者数

合格
者数

志願
者数

受験
者数

合格
者数

志願
者数

受験
者数

合格
者数

文学研究科 博士後期課程 1 1 1 4 4 4 0 0 0

博士前期課程 8 8 7 15 15 13 12 12 11

教育学研究科 修士課程 5 5 4 1 1 1 4 4 4

　大学院 計 14 14 12 20 20 18 16 16 15

神道学科 202 202 171 194 193 156 170 167 152

国文学科 314 313 192 328 325 197 279 275 190

国史学科 323 321 200 314 312 198 292 291 189

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 213 213 186 225 225 184 218 218 190

教育学部 教育学科 1,263 1,254 473 1,264 1,263 465 995 988 429

現代日本社会学部 246 242 198 295 294 236 255 255 196

　大学 計 2,561 2,545 1,420 2,620 2,612 1,436 2,209 2,194 1,346

48 48 32 53 51 32 33 32 26

1310 1307 1218 1434 1424 1128 1430 1413 1140

70 69 69 126 124 112 73 72 72

平成28年度平成26年度

学部・学科等名、高・中

大学院

中学校

高等学校

平成27年度

文学部

現代日本社会学科

神道学専攻科

10．入学生数・在籍者数等

（平成28年5月1日現在）

開設
年度

入学定員 入学者数 編入学定員 編入学者数 収容定員 在籍者数 定員充足率 専任教員数
教員一人

あたりの

学生数

文学研究科 博士後期課程 S 48 6 0 － － 18 8 44.4

博士前期課程 S 41 13 11 － － 26 24 92.3

教育学研究科 修士課程 H 24 8 4 － － 16 6 37.5 8 0.8

　大学院 計 27 15 － － 60 38 63.3 30 1.3

神道学科 S 52 70 71 若干名 0 280 314 112.1 9 34.9

国文学科 S 37 80 104 若干名 1 320 428 133.8 10 42.8

国史学科 S 37 80 81 若干名 0 320 385 120.3 8 48.1

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 H 12 80 92 若干名 3 320 355 110.9 10 35.5

教育学部 教育学科 H 20 210 243 － － 840 994 118.3 27 36.8

現代日本社会学部 H 22 100 114 若干名 0 400 464 116.0 14 33.1

　大学 計 620 705 4 2,480 2,940 118.5 78 37.7

S 56 20 24 － － 20 24 120.0 0 －

（平成28年5月1日現在）

開設年度 入学定員 募集定員 入学者数 収容定員 生徒数

S 38 400 340 384 1200 1122

S 54 80 70 38 240 153

神道学専攻科

中学校

高校・中学

高等学校

大学院
22 1.5

学部・学科等名

文学部

現代日本社会学科
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13．進路状況

（１）大学院・大学等

神社 企業団体 公務員
学校

（小中高）
幼稚園
保育園

医療・福祉 就職未決定者 大学院等進学 その他

文学研究科 博士後期課程 1 1

博士前期課程 2 1 2 3

教育学研究科 修士課程 1 1

計 1 2 1 2 2 4

神道学科 42 9 2 3 2

国文学科 64 6 11 2 11 8 10

国史学科 4 54 3 8 2 13 6 6

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 47 1 4 6 4 7

教育学部 教育学科 44 14 91 38 4 36 8 17

現代日本社会学部 77 13 1 11 3 6

計 46 295 37 114 39 19 71 29 48

18 2 1 1

（平成28年度）

学部・学科等名

大学院

文学部

現代日本社会学科

神道学専攻科

（２）高校

合計 公立

240 5

国公立合格者数 国立 公立

10 4 6

96 22 62 13 11高等学校 353 2 3 139

（平成28年度）

卒業生数
大学 短期大学

専門学校 就職 その他
国立 公立 私立 皇學館 私立



 
100 80 50 50  
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平成28年度の事業報告（実績数値） 

○オープンキャンパスの充実 

【成果】平成 28 年度の 6・7・8月の 3年生参加者延べ数は 1,040 名で前年度比 93.2％で 6.8％の減

少となりました。 

 

○館友教員懇談会の実施 

【成果】全体の出席者数は 129 名（昨年度 117 名）。県外受験生のさらなる確保のために、館友教

員と活発な情報交換会が行われ、親睦が図られました。特に若手高校教員の参加が多く次

年度以降に繋がる会となりました。 

 

（参考）平成 29 年度募集状況 
 

●募集定員 
【文 学 部】    神道学科(70名) 国文学科(80名) 国史学科(80名) コミュニケーション学科(80名) 

【教 育 学 部】  教育学科(210名)    

【現代日本社会学部】 現代日本社会学科(100名)  

 
 

●募集人員内訳（人）                ※指定校推薦・附属高校推薦・館友(同窓生)推薦を除く 

学部 学科 AO 

一般推薦 資格取得
者 

対象 
自己推薦 

文化・芸
術・ 

社会活動
型 

自己推薦 

一般前期 一
般 
中
期 

一
般 
後
期 

センター試験利用

前
期
Ａ

前
期
Ｂ

後
期

3 科目型 2 科目型 
1/29

＋センター
1/30 

＋センター 
得意科目型 

1/31 

＋センター 
前期 中期 後期

文 

神道 18 6 2 2 2 5 6 3 3 4 2 2 2 4 2 2

国文 12 10 2 2 2 7 6 3 3 5 3 2 2 5 2 2

国史 12 10 2 2 2 7 6 3 3 5 3 2 2 5 2 2

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 14 10 2 3 2 6 7 3 3 5 3 2 2 5 2 2

教育 教育 44 21 2 2 2 23 23 6 6 14 4 9 2 13(注 1) 3 2

現代日本社会 現代日本社会 14 17 2 2 2 9 9 4 3 6 3 4 2 6 2 2

(注 1)センター試験利用入試前期【教育学部】前期 3科目型：10 名、前期 4科目型：3名 

 
 
【成果】【学部別 入学志願者数、入学者数 推移】上段：志願者数・下段：入学者数 

学部／年度 平成 25 年度 平成 2６年度 平成 2７年度 平成 2８年度 平成 2９年度

文 学 部 
志願者数 1,05６ 1,05２ 1,0６１ ９５９ 928

入学者数 3４８ 3７５ 3９３ 3４８ 381

教 育 学 部 
志願者数 1,2２８ 1,2６３ 1,2６４ ９９５ 1201

入学者数 2５４ 2４4 2５９ 2４４ 252

現代日本社会学部 
志願者数 2７２ 2４６ 2９５ 2５5 251

入学者数 １２３ 1０３ 1３２ 1１４ 117

合計 
志願者数 2,5５６ 2,5６１ 2,６２０ 2,２０９ 2,３８０

入学者数 ７２５ 7２２ 7８４ 7０６ 7５０

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．教員採用試験実績（新卒のみ） 
①教員採用試験合格者数（公立） 

学校種 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

小学校 60 52 56
中学校・高等学校 6 4 6
幼稚園・保育園 9 14 17

           計 75 70 79

 
※参考 三重県教員採用合格者数   新卒＋過年度卒業生 （ ）は新卒 

学校種 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

小学校 87（38） 76（31）     75（36）
中学校・高等学校 15（4）      5（2） 15（2）

           計 102（42）     81（33）     90（38）

 三重大学 小学校合格者数    50（28）       64（39）     39（26） 
   
②教員採用試験合格者数（私立） 

学校種 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

小学校 1 1 2
中学校・高等学校 5 3 7
幼稚園・保育園等 32 25 17

     計 38 29 26
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２．教員採用試験対策 
①教員採用試験対策出席者数 

講座名（対象学年） 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 25 年度 

三重県教採説明会（4） 117 123 122 
ＯＢによる模擬集団討論（4） 117 135 106 
人権教育対策講座（4） 95 101 75 
教育時事対策講座（4） 102 110 108 
三重県教育現場講演会（3・2） 159 105 157 
２次実技対策（4） 201 213 215 
講師登録説明会（4） 84 101 84 
大学推薦説明会（4） 50 55 35 
大原学園特別対策講座（3） 162 173 172 
自己ＰＲ等対策講座（3） 159 129 118 
面接対策講座（3） 178 152 157 
ボランティア説明会（1・2） 80 127 115 
１年生対象ガイダンス（1） 298 325 287 

      計 1,802 1,849 1,751 

 
②幼稚園・保育士試験対策講座出席者数 

講座名（対象学年） 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

職場説明会（全） 92 72 72 
採用支援の概要（4） 34 41 34 
公立専門教養講座（4） 20 37 30 
自主実習と論作文（4） 36 37 31 
実技対策講座①（4） 21 23 29 
実技対策講座②（4） 21 13 16 
幼保採用試験の概要（3） 40 31 36 
就職の心構え（3・2） 55 52 12 
採用試験の概要他（3・2） 46 34 21 

      計 365 340 281 
③面談指導件数 

指導種類 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

個人面談・個人面接 2,965 2,251 2,601 
集団面接・集団討論 1,678 2,025 2,012 
論作文指導 1,012 660 599 
      計 5,655 4,936 5,212 

 
３．教員免許状更新講習 
①受講者からの評価 
 講習内容・方法についての総合評価で「よい」、「だいたいよい」の数値 

 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度 

必修領域（6 時間講習） 95.8% 93.6% 92.7% 
選択領域（6 時間講習） 95.4% 95.8% 92.7% 
選択必修領域（18 時間講習） 96.5%  

 
 

 
 
②受講者数 

  平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

必修領域（6 時間講習） 288 296 293
選択領域（6 時間講習） 287 294 297
選択必修領域（18 時間講習） 289  

      計 864 590 590

 
１．就職実績 
①就職率の推移        （Ｈ28 は 3/31 現在）    【5/1 現在】 

 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

就職率（新卒者） 78.8 80.0％ 79.8％
内定率（就職希望者） 88.6 89.7％ 98.7％
内定者数／卒業者数 550/698 533／666 549／688
三重県内就職者数 358 338 336
②業種別就職者数 

業種 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

神社 46 59 48
企業・団体 295 271 270
福祉 19 23 26
公務員 37 26 41
教員（小中高） 114 117 131
教員（幼）・保育士 39 37 33

（1 年以上の雇用契約の臨時・講師採用を含む） 
２．試験対策講座受講実績 

講座名（対象学年） 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

公務員 専門コース（全） 14 16 20
公務員 教養コース（全） 119 110 103
公務員 夏期集中コース（全） 58 62 63
TOEIC テスト対策（全） 15 13 －

社会福祉士国家試験対策（3・4） 16 19 24
SPI 対策（全） 25 （不開講）2 39
3．社会福祉士・精神保健福祉士国家試験合格実績 

国家試験名 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

社会福祉士 5 7 5
精神保健福祉士 2 3 4

 
4．就職ガイダンス・講座出席実績 

 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

就職対策講座・ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ（3） 2656 2537 2157
5．個別面談実績 

 （H27.4～H28.3） 平成 28 年度 平成 27 年度 平成 26 年度

個別面談・相談（2.3.4） 3385 3131 2897
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免許状及び諸資格取得者数 

免許状及び諸資格 平成 28 年度 平成27年度 平成 26 年度 

大学院 

高等学校教諭 

専修免許状 

国   語 2 0 1

地理歴史 1 3 2

保健体育 1 2 1

中学校教諭 

専修免許状 

国   語 1 3 1

社   会 1 3 1

保健体育 1 2 1

小学校教諭 

専修免許状  
1 2 1

神職階位證  0 0 1

専攻科 神職階位證 （正階） 17 26 23

 

 

 

 

大 学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学 

高等学校教諭 

一種免許状 

宗   教 2 1 2

国   語 100 77 86

書   道 11 6 12

地理歴史 56 60 58

公   民 22 19 16

英   語 37 28 32

保健体育 49 40 35

福   祉 1 0 0

中学校教諭 

一種免許状 

宗   教 0 1 1

国   語 92 76 82

社   会 60 65 61

英   語 36 28 31

保健体育 48 40 34

特別支援学校 

一種免許状 

知的障害者 

肢体不自由 

者病弱者 

15 9 8

小学校教諭一種免許状  226 208 196

小学校教諭二種免許状  10 8 21

幼稚園教諭一種免許状  57 63 56

保 育 士  44 53 47

神職階位證（明 階）  27 23 26

神職階位證（正 階）  26 54 31

図書館司書  49 37 48

学校図書館司書教諭  70 68 76

博物館学芸員  18 13 12

社会福祉士国家試験受験資格  15 16 20

精神保健福祉士国家試験受験資格  2 3 5

社会調査士※ 26 27 20

スポーツリーダー  47 38 33

健康運動指導士認定試験受験資格  10 6 7

社会福祉主事任用資格  111 88 118

※申請要件を満たした人数 
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平成 28 年度決算の財務の概要 

 

１．本学園の財務状況の概要（資金収支計算書） 

平成 28 年度の「諸活動に対応するすべての現金・預金の収入及び支出の内容」と「現金・

預金の収入及び支出の顛末」を明らかに示した「資金収支計算書」について報告いたしま

す。 

資金収支計算書については、資金収入合計及び資金支出合計は、73 億 2 千 2 百万円で、

平成 29 年度に繰り越す現金・預金（翌年度繰越支払資金）は、22 億 8 千万円となりまし

た。 

次に資金収入及び資金支出の主な科目について説明いたします。 

 

 

（１）資金収入 

１）学生生徒等納付金収入は、38 億 6 千 6 百万円となりました。授業料、入学金、実験

実習料、教育充実費等が主な収入であります。 

２）手数料収入は、8 千万円となりました。入学検定料 7 千 2 百万円が主な収入でありま

す。 

３）寄付金収入は、1 億 3 千 5 百万円となりました。平成 26 年度から再開しました教学

振興会、皇學館サービス（株）及び皇學館中学校高等学校後援会の寄付が主な収入で

あります。 

４）補助金収入は、6 億 3 千 8 百万円となりました。国庫補助金が 2 億 6 千 7 百万円、

地方公共団体補助金が 3 億 7 千万円であります。 

５）付随事業・収益事業収入は、3 千 8 百万円となりました。学生寮・神職養成講座・出

版部・教員免許講習会の補助活動及び受託事業が主な収入であります。 

６）受取利息・配当金収入は、1 千 5 百万円となりました。第３号基本金引当特定資産他

の有価証券等での配当金が主な収入であります。 

７）雑収入は、3 億 1 千 1 百万円となりました。各退職金財団からの交付金、施設設備利

用料収入が主な収入であります。 

８）前受金収入は、7 億 3 千 7 百万円となりました。平成 29 年度入学者は大学院 12 人、

神道学専攻科 18 人、大学学部 750 人、高等学校 349 人、中学校 32 人となり合計 1,161

人分の学生生徒等納付金の前受け収入が主なものであります。 

９）その他の収入は、1 億 5 千 6 百万円となりました。これは、各種引当特定資産の取り

崩し分及び前期末未収入金収入が主なものであります。 

 

 

（２）資金支出 

１）人件費支出は、28 億 2 千 4 百万円となりました。教員人件費、職員人件費、退職金

等が主な支出であります。 

２）教育研究経費支出は、8 億 4 千 9 百万円となりました。大学・高等学校・中学校の教

育研究諸活動に必要な消耗品費、光熱水費、旅費交通費、施設修繕費、奨学費、報酬
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委託手数料、賃借料、保守管理費等が主な支出であります。 

３）管理経費支出は、4 億 4 千 5 百万円となりました。法人の諸活動及び大学・高等学校・

中学校の管理運営経費等が主な支出であります。 

４）借入金等利息・返済支出は、4 千 6 百万円となりました。平成 12 年度に校舎建設資

金に充当するため日本私立学校振興・共済事業団から借り入れた借入金の利息及び元

金の返済支出であります。平成 28 年度末の借入金残高は、8 千 7 百万円となります。 

５）施設関係支出は、建物・構築物の取得で 7 千 4 百万円となりました。記念講堂、神

道博物館１階、大学附属図書館３階閲覧室各空調設備更新及び貞明寮厨房空調設備設

置等が主な支出であります。 

６）設備関係支出は、教育研究用及び管理用機器備品並びに図書等の取得で 1 億 8 千 5

百万円となりました。主な内容は、伊勢志摩サミット対策の監視用テレビカメラシス

テム設置や ICT 教育推進のための情報機器整備及び備品、図書の購入であります。 

７）資産運用支出は、5 億 3 千 3 百万円となりました。これは、財政基盤強化のため施設

維持引当特定資産等の各種引当特定資産を積立てたことによる繰入支出が主なもので

あります。 

 

 

（３）活動区分資金収支計算書 

 活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書を組み替えて、現金預金の流れを３つの活

動区分（「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」）ごとに把握するものです。 

 この中で、教育活動資金収支差額は、キャッシュベースでの本業の教育活動の収支状況

をみることができ、平成 28 年度は 8 億 5 千 6 百万円となり、施設整備等活動資金収支差額、

その他の活動資金収支差額を合わせた支払資金の増減額は 8 千 1 百万円の増となりました。 

 

 

 

２．本学園の経営状況の概要（事業活動収支計算書） 

次に学校法人の経営が健全であるかどうかを示す「事業活動収支計算書」について、経

年比較により報告いたします。この「事業活動収支計算書」は、学園の経営状況を表すも

ので、当該会計年度の活動に対応する事業活動収入及び事業活動支出の内容を明らかにす

るとともに、基本金組入後の均衡状態も明らかにするものです。さらに事業活動収支のう

ち、経常的なものとして「教育活動収支」と「教育活動外収支」、また臨時的なものとして

「特別収支」が設定されており、企業会計における損益計算書にあたるものです。 

 

 

（１）教育活動収支及び教育活動外収支（経常的）、特別収支（臨時的） 

教育活動収入は 50 億 2 千 9 百万円、教育活動支出は 46 億 9 千 6 百万円となり、収支差

額は 3 億 3 千 3 百万円の収入超過となりました。また、教育活動外収支差額は 1 千 3 百万

円となり、それらを合わせた経常収支差額は 3 億 4 千 6 百万円となりました。また特別収

支差額は 6 千 7 万円となりました。教育活動収入が収入全体の 98.1％となり、また、教育

活動収支差額が収入超過の 8 割を占めています。 



3 

 

 

 

（２）事業活動収入 

事業活動収入は、学校法人に帰属する負債とならない収入です。平成 28 年度は、総額 51

億 2 千 6 百万円となりました。 

《事業活動収入》                  ※百万円未満は、切捨て 

 

 

 

（３）事業活動支出 

事業活動支出は、47 億 1 千 2 百万円となりました。教職員の人件費、法人・大学・高等

学校・中学校の教育研究活動及び管理運営に必要な諸経費が主なものです。 

《事業活動支出》                  ※百万円未満は、切捨て 
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《うち人件費支出》                 ※百万円未満は、切捨て 

 

 

 

（４）基本金組入前当年度収支差額 

基本金組入前当年度収支差額は、事業活動収入から事業活動支出を差し引いて計算し、

学校法人全体の収支状況の健全性を評価・分析する上で重要な指標です。また、本差額は、

自己資金の充実度を表し、プラスであれば経営が健全であると見なすことができます。 

平成 28 年度の基本金組入前当年度収支差額は、4 億 1 千 4 百万円の収入超過となりまし

た。 

 

（５）当年度収支差額 

当年度収支差額は、基本金組入前当年度収支差額から基本金組入額を差し引いて計算し

ます。基本金組入額は、2 億 6 千 2 百万円となり、基本金組入額を差し引いた当年度収支差

額は、1 億 5 千 2 百万円となりました。また、会計基準変更に伴う第 4 号基本金取崩額 6

千 4 百万円を含め、翌年度繰越支出超過額は 33 億 9 千 8 百万となりました。 

《基本金組入前当年度収支差額及び当年度収支差額》  ※百万円未満は、切捨て 
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３．本学園の財政状況の概要（貸借対照表） 

本学の平成 29 年 3 月 31 日現在の財政状態を明示した「貸借対照表」について報告いた

します。 

 

 

（１）資産の部 

１）有形固定資産は、124 億 6 千 9 百万円となりました。各空調設備更新・設置や情報

機器整備及び備品、図書の購入に伴う資産の増加分と廃棄・除籍、減価償却額の減少

分を差し引いた資産の変化を含め、平成27年度に比し3億1千8百万円減少しました。 

２）特定資産は、39 億 7 千 6 百万円となり、平成 27 年度に比し 5 億 1 千万円増加しま

した。 

３）その他の固定資産は、4 千万円となりました。平成 27 年度に比し 4 百万円増加しま

した。 

４）流動資産は、28 億 6 千 8 百万円となりました。支払資金としての現金預金等の内容

となり、平成 27 年度に比し 8 千 9 百万円増加しました。 

５）資産の部合計は、193 億 5 千 3 百万円となりました。有形固定資産、特定資産及び

その他の固定資産さらに流動資産を加えた資産総額は、平成 27 年度に比し 2 億 8 千 5

百万円増加しました。 

《資産の部》                    ※百万円未満は、切捨て 

 

※平成 25 年度以前の数値は、旧会計基準の科目による。 

 

 

（２）負債の部 

固定負債と流動負債を加えた負債の部合計は、24 億 4 百万円となりました。平成 27 年

度に比し 1 億 2 千 9 百万円減少しました。なお、退職給与引当金については、退職金の期

末要支給額の 100%を計上しています。 
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（３）純資産の部 

純資産の部は、保有する資産の調達源泉（他人資本・自己資本）を明確にしたものです。

基本金は、固定資産の取得を含め 203 億 4 千 8 百万円となりました。これにより純資産の

部合計は、169 億 4 千 9 百万円となり、平成 27 年度に比し、4 億 1 千 4 百万円増加しまし

た。これは、前述の基本金組入前当年度収支差額が 4 億 1 千 4 百万円収入超過になったこ

とによります。 

《負債の部》                    ※百万円未満は、切捨て 

 

 

 

《借入金残高》                   ※百万円未満は、切捨て 
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４．主な財務比率（平成 24 年度から 28 年度） 

比率名 算 式 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
基本金組入前当年度収支差額

(帰属収入－消費支出）

事業活動収入(帰属収入)

事業活動支出(消費支出)
事業活動収入－基本金組入額

(消費収入)

学生生徒等納付金

帰属収入

人件費

帰属収入

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

流動資産

流動負債

総負債

純資産（自己資金）※１

純資産（自己資金）※１

総負債+純資産（総資金）

基本金

基本金要組入額

※１ 純資産＝基本金＋繰越収支差額

新会計基準（平成27年4月改正）により変更・追加された比率

比率名 算 式 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

学生生徒等納付金

経常収入

人件費

経常収入

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入計

教育活動資金収支差額比率 教育活動資金収支差額

※新設 教育活動資金収入計

8.9%

93.3%

―

―

―

17.7%

244.0%

15.3%

86.7%

98.9%

52.9%

76.9%

9.7%

29.4%

―

279.2%

16.3%

86.0%

57.2%

29.0%

9.6%

272.5%

86.1%

事業活動収支差額比率
(帰属収支差額比率)

基本金組入後収支比率
(消費収支比率)

学生生徒等納付金比率

人件費比率

教育研究経費比率

管理経費比率 

流動比率 

負債比率 

3.8%

100.9%

74.3%

98.5%

72.8%

55.2%

25.8%

5.0%

99.7%

75.6%

56.7%

経常収支差額比率
※新設

9.8%

15.9%

86.2%

99.4%

10.4%

258.4%

16.1%

純資産構成比率
（自己資金構成比率）

基本金比率

教育活動収支差額比率
※新設

人件費比率

学生生徒等納付金比率

管理経費比率 

教育研究経費比率

7.5%

99.1%

7.8%

99.1%

― ― ―

― ― ―

― ― ―

8.1%

96.9%

―

―

―

―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

― ― ―

27.6%

8.9%

27.6%

9.5%

6.9%

6.6%

17.1%

253.7%

14.2%

87.6%

99.1%

76.6%

56.0%
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６．財産目録（平成 24 年度から 28 年度） 

（単位：円）

科目/年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

1.資産総額 17,932,400,857 18,424,483,891 18,704,722,089 19,068,738,281 19,353,956,066

内　(1)基本財産 13,260,419,110 13,264,632,286 13,037,718,463 12,786,049,639 12,467,874,018

　　(2)運用財産 4,671,981,747 5,159,851,605 5,667,003,626 6,282,688,642 6,886,082,048

　　(3)収益事業用財産 0 0 0 0 0

2.負債総額 2,493,218,046 2,533,795,393 2,621,769,147 2,533,572,479 2,404,578,979

3.正味財産 15,439,182,811 15,890,688,498 16,082,952,942 16,535,165,802 16,949,377,087

（一）資産 17,932,400,857 18,424,483,891 18,704,722,089 19,068,738,281 19,353,956,066

(1)基本財産 13,260,419,110 13,264,632,286 13,037,718,463 12,786,049,639 12,467,874,018

(イ)土地 551,288,110 551,288,110 551,288,110 551,288,110 551,288,110

(ロ)建物 9,641,714,618 9,347,523,176 9,102,132,628 8,804,661,194 8,538,239,997

(ハ)図書 1,806,451,432 1,842,154,659 1,876,115,233 1,907,809,182 1,936,514,772

(ニ)校具教具及備品 546,706,870 847,275,268 870,642,928 917,630,340 876,443,572

①教育研究用機器備品 501,542,076 785,982,065 785,309,716 770,409,046 733,753,694

②管理用機器備品 37,408,210 50,941,331 76,572,560 121,739,914 111,820,733

③車両 7,756,584 10,351,872 8,760,652 25,481,380 30,869,145

(ホ)その他 714,258,080 676,391,073 637,539,564 604,660,813 565,387,567

①構築物 714,258,080 676,391,073 637,539,564 604,660,813 565,387,567

②建設仮勘定 0 0 0 0 0

(2)運用財産 4,671,981,747 5,159,851,605 5,667,003,626 6,282,688,642 6,886,082,048

(イ)現金預金 1,983,877,397 1,983,147,893 2,374,061,707 2,507,563,910 2,599,182,829

①預金 1,981,965,255 1,981,160,698 2,371,331,107 2,504,952,658 2,596,761,139

②現金 1,912,142 1,987,195 2,730,600 2,611,252 2,421,690

(ロ)積立金 2,465,847,078 2,800,145,736 3,075,481,739 3,593,861,216 4,105,667,373

①第3号基本金引当資産 100,040,000 108,040,000 116,040,000 124,040,000 132,040,000

②退職金引当特定資産 1,233,365,737 1,233,365,737 1,233,365,737 1,233,365,737 1,233,365,737

③施設維持引当特定資産 206,527,000 438,674,000 628,674,000 928,674,000 1,228,674,000

④学生寮施設維持引当特定預金 148,129,767 145,425,181 111,680,410 117,532,636 122,815,871

⑤百三十周年記念事業等引当特定資産 0 0 0 0 0

⑥研修旅行費等預り資産 126,776,249 123,418,056 123,300,356 128,053,235 129,373,118

⑦奨学金引当特定資産 11,471,332 11,438,625 21,376,378 19,178,211 17,286,427

⑧篠田学術振興基金引当特定資産 65,638,549 66,120,630 67,336,504 70,581,973 71,492,932

⑨施設設備拡充引当特定資産（第2号基本金） 0 0 0 0 0

⑩学園財政調整引当特定預金 100,000,000 200,000,000 300,000,000 500,000,000 700,000,000

⑪津田学術振興基金引当特定資産 323,898,444 323,663,507 323,708,354 322,435,424 320,619,288

⑫教学振興基金引当特定資産 150,000,000 150,000,000 150,000,000 150,000,000 150,000,000

(ハ)有価証券 9,596,000 9,596,000 9,596,000 9,596,000 9,596,000

(ニ)不動産 1,585,610 1,585,610 1,491,638 1,444,652 1,397,666

①土地 61,160 61,160 61,160 61,160 61,160

②建物 1,524,450 1,524,450 1,430,478 1,383,492 1,336,506

(ホ)貯蔵品 11,603,493 8,812,354 2,050,839 1,414,077 6,526,109

(ヘ)未収入金 159,650,482 325,193,561 174,649,366 140,832,340 136,478,743

(ト)その他 39,821,687 31,370,451 29,672,337 27,976,447 27,233,328

①長期貸付金 6,635,148 3,986,187 3,437,226 1,788,265 2,015,000

②短期貸付金 2,647,336 2,288,961 1,638,961 1,648,961 623,125

③電話加入権 3,959,203 3,959,203 3,959,203 3,959,203 3,959,203

④施設利用権 0 0 0 0 0

⑤借地権 0 0 0 0 0

⑥敷金 5,620,000 5,620,000 5,620,000 5,620,000 5,620,000

⑦差入保証金 4,960,000 4,960,000 4,960,000 4,960,000 5,016,000

⑧預託金 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

⑨立替金 6,000,000 0 56,947 18 0

⑩前払金 0 556,100 0 0 0

(3)収益事業用財産 0 0 0 0 0

(二)負債 2,493,218,046 2,533,795,393 2,621,769,147 2,533,572,479 2,404,578,979

(1)固定負債 1,393,702,179 1,434,796,760 1,462,070,887 1,394,455,872 1,274,037,228

(イ)長期借入金 218,750,000 175,000,000 131,250,000 87,500,000 43,750,000

①長期借入金 218,750,000 175,000,000 131,250,000 87,500,000 43,750,000

(ロ)未払金 71,363,520 123,019,890 129,724,278 160,664,127 107,906,388

(ハ)退職給与引当金 1,103,588,659 1,136,776,870 1,201,096,609 1,146,291,745 1,122,380,840

(2)流動負債 1,099,515,867 1,098,998,633 1,159,698,260 1,139,116,607 1,130,541,751

(イ)短期借入金 43,750,000 43,750,000 43,750,000 43,750,000 43,750,000

(ロ)前受金 714,661,400 711,660,250 769,075,750 720,386,234 737,651,484

(ハ)未払金 111,541,523 125,309,319 118,677,916 156,494,665 128,485,485

(ニ)預り金 229,562,944 218,279,064 228,194,594 218,485,708 220,654,782

（ホ）学校債 0 0 0 0 0

(三)借用財産 0 0 0 0 0

(イ)土地（6,102.60平方メートル） 0 0 0 0 0

(ロ)建物（3,155.59平方メートル） 0 0 0 0 0
 



7.主な財務比率（他大学との比較）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
基本金組入前当年度収支差額

(帰属収入－消費支出）

事業活動収入(帰属収入)

事業活動支出(消費支出)
事業活動収入－基本金組入額

(消費収入)

学生生徒等納付金

帰属収入

人件費

帰属収入

教育研究経費

帰属収入

管理経費

帰属収入

流動資産

流動負債

総負債

純資産（自己資金）※１

純資産（自己資金）※１

総負債+純資産（総資金）

基本金

基本金要組入額

新会計基準（平成27年4月改正）により変更・追加された比率

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

学生生徒等納付金

経常収入

人件費

経常収入

教育研究経費

経常収入

管理経費

経常収入

経常収支差額

経常収入

教育活動収支差額

教育活動収入計

教育活動資金収支差額

教育活動資金収入計

※１ 純資産＝基本金＋繰越収支差額

※２ 出展「平成27年度版　今日の私学財政」日本私立学校振興・共済事業団

※３ △　高い値が良い　　▼　低い値が良い　　～どちらともいえない

97.0%

87.5%

97.2%

87.3%

97.2%

比率名 算 式 

※2

86.7%

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

▼
学校法人の運営のためには、ある程度の経費の支出は止むをえないが、比率として低いほうが望ましい。
【低い値が良い】

9.5%

評価
※3

△― ― 39.0%

比率の意味【評価】
大学法人

大学法人
（医歯系除）

大学法人
（3～5千人）

教育研究活動の維持・発展のためには不可欠なものであり、事業活動収支の均衡を失しない限りにおいて高くなる
ことは望ましいが、著しく高いと事業活動収支の均衡を崩す一つの要因ともなる。【高い値が良い】

33.2% 37.7%

7.3% 9.3% 7.8%

教育研究経費比率 29.4%

管理経費比率 9.7%―

活
動
区
分

資
金
収
支

― ― ― ― ― △

学生生徒等納付金比率 76.9%― ― ― 51.9% 73.7% 51.0% ～

人件費比率

教育活動資金収支差額比率 17.7%―

93.3%

学校法人における本業である「教育活動」でキャッシュフローが生み出せているかを測る比率で、プラスであることが
望ましいが、「その他の活動」でキャッシュフローを生み出し、教育研究活動の原資としている場合もあり得るため、
「その他の活動」の収支状況を併せて確認する必要がある。【高い値が良い】

事業活動支出の中で最大の比重を占めており、比率が特に高くなると事業活動収支の悪化を招きやすい。
【低い値が良い】

経常収入のなかで最大の比重を占めており、安定的に推移することが経営的に望ましい。
【どちらともいえない】

52.9%― ― 49.9% 53.7% 51.3% ▼―

27.6%

― ―

86.1%

56.7%

27.6%

10.4%

258.4%

16.1%

244.0%

99.7%

75.6%

279.2%

16.3%

29.0%

9.6%

―

―

比率名 

純資産構成比率
（自己資金構成比率）

基本金比率

教育研究経費比率

管理経費比率 

流動比率 

負債比率 

基本金組入後収支比率
(消費収支比率)

事業活動収支差額比率
(帰属収支差額比率)

事
業
活
動
収
支
計
算
書
関
係
比
率

学生生徒等納付金比率

人件費比率

107.4%

3.8%

100.9%

74.3%

57.2%

17.0%

86.0%

―

―

―

―9.8%

15.3%15.9%

55.2%

248.2%

算 式 比率の意味【評価】
大学法人

大学法人
（医歯系除）

比率がプラスで大きいほど自己資金が充実し､ 財政面での将来的な余裕につながるものである。この比率がマイナ
スになる場合は､当年度の事業活動収入で事業活動支出を賄うことができないことを示し､基本金組入前の段階で
既に事業活動支出超過の状況にある。【高い値が良い】

8.9%

※2
評価
※3大学法人

（3～5千人）

8.9% 4.4%5.0% 4.7% 3.2% △

―

―

108.6%

―

基本金組入対象資産額である要組入額に対する組入済の割合である。100%に近づくことが望ましい。
【高い値が良い】

学校における最大の支出要素であり､この比率が適正水準を超えると経常収支の悪化に繋がる要因ともなる｡教職
員1人当たり人件費や学生生徒等に対する教職員数等の教育研究条件等にも配慮しながら、各学校の実態に適っ
た水準を維持する必要がある｡【低い値が良い】

教育研究経費には各種支出に加え教育研究用固定資産にかかる減価償却額が含まれている｡これらの経費は教
育研究活動の維持・充実のため不可欠なものであり､この比率も収支均衡を失しない範囲内で高くなることが望まし
い｡【高い値が良い】

学校法人の運営のためには、ある程度の経費の支出は止むをえないが、比率として低いほうが望ましい。
【低い値が良い】

１年以内の短期的な支払い能力を判断する割合で、高いほど資金繰りが良好です。
一般に金融機関等では２００％以上あれば優良とみなされる。【高い値が良い】

自己資金の総資金に占める割合で、高いほど財政的に安定しています。
５０％を割ると他人資金が自己資金を上回っていることを示します。８０％以上が望ましい。
【高い値が良い】

一般的には､収支が均衡する100％前後が望ましいと考えられるが、臨時的な固定資産の取得等による基本金組入
れが著しく大きい年度において一時的に急上昇する場合もある。この比率の評価に際しては、この比率が基本金組
入額の影響を受けるため､基本金の組入状況およびその内容を考慮する必要がある｡【低い値が良い】

学生生徒等の増減並びに納付金の水準の高低の影響を受けるが､ 学校法人の事業活動収入のなかで最大の割
合を占めており､ 補助金や寄付金と比べて外部要因に影響されることの少ない重要な自己財源であることから、この
比率が安定的に推移することが望ましい。【どちらともいえない】

▼

～―

110.7%

―

―

―

254.1%

他人資金が自己資金を上回っていないかどうかを見る指標で、100%以下で低いほうが望ましい。
【低い値が良い】

教育活動収支差額比率 7.5%

△

▼

△―

△

99.4%

86.2%

99.1%

85.5%

272.5%

25.8%

14.3% ▼

294.3%

14.6%

▼

△

△
経常的な収支バランスを表す比率として新設
【高い値が良い】

事
業
活
動
収
支
計
算
書
関
係
比
率

― ― ― ― ― ―

― △
本業である教育活動の収支バランスを表す比率として新設
【高い値が良い】

経常収支差額比率 7.8%

― ― ― ― ―

6.9%

6.6%

17.1%

学校法人　皇學館

学校法人　皇學館

253.7%

14.2%

87.6%

99.1%

76.6%

56.0%

8.1%

96.9%

―

―

―

―

98.5%

72.8%

―

―

99.1% 98.9%

―
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8.学校法人会計と企業会計の違い

(1)学校法人会計基準と企業会計原則
学校法人会計基準 企業会計原則

真実性の原則 真実性の原則
複式簿記の原則 正規の簿記の原則

資本取引、損益取引区別の原則
明瞭性の原則 明瞭性の原則（適切開示の原則）
継続性の原則 継続性の原則

保守主義（安全性）の原則
単一性の原則

(2)目的
学校法人会計 企業会計

安定的・永続性保持（収支均衡） 損益重視

(3)作成する財務諸表
学校法人会計 企業会計

資金収支計算書・活動区分資金収支計算書 キャッシュフロー計算書
事業活動収支計算書 損益計算書
貸借対照表 貸借対照表

(4)企業会計にはない勘定科目
①基本金
　 学校法人の基本的諸活動であるところの教育研究活動に必要な資産
　　 第1号基本金　固定資産に対応する基本金
     第2号基本金　将来の固定資産取得用資金に対応する基本金
     第3号基本金　奨学資金に対応する基本金
     第4号基本金　恒常的な支払資金に対応する基本金

基本金 資本金
学校を設立する際の寄付金 株主の出資
学校の事業活動によって得た資産

②事業活動収入

  事業活動収入は企業会計の売上高に営業外収益を加えたものにほぼ相当します。

③事業活動支出

  事業活動支出は営業費用に営業外費用を加えたものに該当します。

④基本金組入前当年度収支差額

⑤当年度収支差額

　事業活動収入は学校法人の全ての収入のうち負債とならない収入であり、学校法人の純
財産の増加をもたらす収入です。

　事業活動支出は学校法人が消費する資産の取得価額および用役の対価の合計となり、学
校法人の純財産の減少をもたらす支出です。

  当年度収支差額は基本金組入前当年度収支差額から基本金に組入れる額を控除したもの
となります。

  基本金組入前当年度収支差額は事業活動収入から事業活動支出を差し引いたものとなり
ます。
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